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《
一
般
会
計
》
決
算
額
の
内

容
は
、
図
１
の
と
お
り
で
す
。

歳
入
１
５
０
３
億
２
７
８
０
万

円
に
対
し
、
歳
出
１
４
９
１
億

８
８
４
１
万
円
で
、
差
し
引
き

１１
億
３
９
３
９
万
円
の
剰
余
と

な
り
ま
し
た
。
た
だ
し
、
繰
越

事
業
費
３１
億
８
７
２
万
円
の
充

当
財
源
と
し
て
、
４
億
１
４
４

７
万
円
を
翌
年
度
に
繰
越
し
て

い
る
た
め
、
７
億
２
４
９
２
万

円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
出
を
性
質
別
に
見
る
と
、

人
件
費
な
ど
の
消
費
的
経
費
が

８
３
１
億
６
６
０
５
万
円
（
構

成
比
５５
・
８
％
）、
公
共
施
設

の
新
設
改
良
な
ど
の
投
資
的
経

費
が
１
１
２
億
２
６
３
９
万
円

（
７
・
５
％
）、
そ
の
他
経
費

が
５
４
７
億
９
５
９
７
万
円

（
３６
・
７
％
）
と
な
っ
て
い
ま

す
。《

特
別
会
計
》
国
民
健
康
保

険
な
ど
１２
会
計
合
計
が
歳
入
９

７
０
億
５
８
８
万
円
に
対
し
、

歳
出
９
６
３
億
１
９
７
８
万
円

で
、
差
し
引
き
６
億
８
６
１
０

万
円
の
剰
余
と
な
り
ま
し
た
。

た
だ
し
、
公
共
下
水
道
建
設
事

業
な
ど
の
繰
越
事
業
費
４
億
１

３
５
０
万
円
に
充
当
す
る
８
１

３
５
万
円
を
差
し
引
い
た
結
果
、

６
億
４
７
５
万
円
の
黒
字
と
な

り
ま
し
た
。

財
政
状
況
は

今
後
も
厳
し
く

平
成
１４
年
度
は
、
急
増
し
た

年
少
人
口
に
対
応
し
て
、
民
間

保
育
所
開
設
な
ど
の
保
育
所
の

待
機
児
童
対
策
や
小
学
校
の
増

改
築
に
よ
る
教
室
不
足
の
解
消

を
図
り
、
よ
り
柔
軟
に
住
民
の

ニ
ー
ズ
に
役
立
て
る
ソ
フ
ト
事

業
の
環
境
を
整
備
す
る
な
ど
、

人
口
増
・
高
齢
化
に
対
応
し
た

施
策
や
事
業
を
行
い
ま
し
た
。

し
か
し
、
震
災
復
興
事
業
が
ピ

ー
ク
を
過
ぎ
、
国
民
年
金
収
納

事
務
が
国
へ
移
管
さ
れ
た
こ
と

な
ど
に
よ
り
、
一
般
会
計
は
前

年
度
に
比
較
し
て
、歳
入
は
３
・

８
％
、
歳
出
は
３
・
６
％
の
減

と
い
う
決
算
と
な
り
ま
し
た
。

歳
入
の
根
幹
で
あ
る
市
税
収

入
は
、
人
口
は
増
加
し
て
い
る

も
の
の
、
景
気
の
低
迷
に
よ
り

減
少
し
て
い
ま
す
。
一
方
、
震

災
復
興
事
業
等
で
発
行
し
た
起

債
の
元
利
償
還
金
が
増
加
し
て

い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
基
金
の

活
用
や
行
財
政
改
善
の
推
進
、

予
算
の
効
率
的
な
執
行
に
努
め

た
結
果
、
実
質
収
支
の
黒
字
を

維
持
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

今
後
の
財
政
運
営
を
見
通
し

た
場
合
、
長
引
く
景
気
の
低
迷

に
よ
る
市
税
の
大
幅
な
減
収
は

避
け
ら
れ
な
い
う
え
、
起
債
の

償
還
の
累
増
な
ど
が
あ
り
、
極

め
て
厳
し
い
状
況
が
続
い
て
い

ま
す
。

平
成
１５
年
９
月
３０
日
現
在
に

お
け
る
予
算
額
は
、
一
般
会
計

が
１
５
９
７
億
７
３
１
０
万
円
、

特
別
会
計
が
１
０
１
５
億
８
５

４
１
万
円
、
総
額
は
２
６
１
３

億
５
８
５
１
万
円
で
す
。
当
初

予
算
に
比
べ
て
３９
億
５
８
３
１

万
円
の
増
と
な
り
ま
す
が
、
こ

の
中
に
は
前
年
度
か
ら
の
繰
越

分
３５
億
２
２
２
２
万
円
が
含
ま

れ
て
い
る
た
め
、
４
億
３
６
０

９
万
円
を
補
正
増
し
た
こ
と
に

な
り
ま
す
。

《
一
般
会
計
》
平
成
１５
年
度

上
半
期
に
お
け
る
状
況
は
表
２

の
と
お
り
で
す
。

歳
出
の
補
正
の
主
な
も
の
と

し
て
は
、
民
生
費
９
３
３
１
万

円
、
総
務
費
３
０
３
８
万
円
、

土
木
費
２
１
９
７
万
円
な
ど
を

増
額
し
て
い
ま
す
。歳
入
で
は
、

諸
収
入
７
９
３
６
万
円
、
県
支

出
金
６
３
９
７
万
円
な
ど
を
増

額
し
て
い
ま
す
。
な
お
、
繰
越

金
は
前
年
度
か
ら
の
決
算
剰
余

金
な
ど
が
収
入
さ
れ
た
た
め
、

７
億
２
４
９
２
万
円（
１
７
２
・

９
％
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

《
特
別
会
計
》
国
民
健
康
保

険
事
業
が
収
入
１
０
８
億
４
８

５
６
万
円（
執
行
率
３４
・
８
％
）

と
支
出
１
４
２
億
４
１
１
６
万

円
（
４５
・
７
％
）、
下
水
道
事

業
が
収
入
２４
億
５
１
２
０
万
円

（
１５
・
０
％
）
と
支
出
６５
億
７

０
４
万
円
（
３９
・
９
％
）、
老

人
保
健
医
療
事
業
が
収
入
１
３

７
億
８
４
５
６
万
円
（
４１
・
７

％
）
と
支
出
１
５
８
億
１
６
４

６
万
円
（
４７
・
８
％
）、
介
護

保
険
が
収
入
４６
億
９
４
７
７
万

円
（
３３
・
０
％
）
と
支
出
５９
億

３
８
７
６
万
円
（
４１
・
７
％
）

な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。ま
た
、

介
護
保
険
１
億
５
０
６
８
万
円
、

老
人
保
健
医
療
事
業
８
５
２
０

万
円
な
ど
を
増
額
し
て
い
ま
す
。

市
債
、
公
有
財
産
、

一
時
借
入
金
の
状
況

平
成
１５
年
９
月
３０
日
現
在
に

お
け
る
市
債
の
現
在
高
、
公
有

財
産
、
一
時
借
入
金
の
残
額
は

表
３
の
と
お
り
で
す
。

西
宮
税
務
署
は
、
平
成
１５

年
分
確
定
申
告
の
相
談
会
場

を
設
け
ま
す
�
下
表
参
照
。

近
畿
税
理
士
会
西
宮
支
部
の

税
理
士
が
申
告
書
の
作
成
方

法
な
ど
に
つ
い
て
ア
ド
バ
イ

ス
し
ま
す
。
相
談
無
料
。

確
定
申
告
期
間
中
（
２
月

１６
日
〜
３
月
１５
日
）
の
税
務

署
窓
口
は
大
変
混
雑
し
、
待

ち
時
間
が
長
く
な
る
こ
と
も

あ
り
ま
す
。
で
き
る
だ
け
相

談
会
場
を
利
用
し
、
早
め
に

申
告
書
を
提
出
し
て
く
だ
さ

い
（
来
場
者
多
数
の
場
合
、

途
中
で
受
付
を
終
了
す
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
）
。
相
談
会

場
で
申
告
書
の
受
付
も
行
い

ま
す
。

な
お
、
不
動
産
や
株
式
の

譲
渡
、
贈
与
税
な
ど
に
つ
い

て
は
、
西
宮
税
務
署
資
産
課
税

部
門
で
ご
相
談
く
だ
さ
い
（
２

月
１６
日
以
降
、
ア
ピ
ア
ホ
ー
ル

で
の
相
談
可
）。
ま
た
、
ア
ピ
ア

ホ
ー
ル
で
は
、
医
療
費
控
除
な

ど
の
還
付
申
告
の
た
め
の
「
還

付
申
告
相
談
セ
ン
タ
ー
」
を
併

設
し
ま
す（
２
月
２
日
〜
１３
日
）。

問
合
せ
は
西
宮
税
務
署
（
０

７
９
８
・
３
４
・
３
９
３
０
）

へ
。
相
談
会
場
に
は
駐
車
場
が

あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
車
で
の
来

場
は
ご
遠
慮
く
だ
さ
い
。

了
承
く
だ
さ
い
。
問
合
せ
は
西

宮
税
務
署
（
０
７
９
８
・
３
４
・

３
９
３
０
）
へ
。

【
日
程
】
２
月
２
日
〜
６
日

の
午
前
１０
時
〜
午
後
４
時
（
受

付
は
午
後
３
時
半
ま
で
）

【
対
象
】
平
成
１５
年
中
に
土

地
や
建
物
を
売
却
し
た
人
な
ど

税
理
士
に
よ
る
譲
渡
所
得
の

相
談
所
を
プ
レ
ラ
に
し
の
み
や

４
階
に
開
設
し
ま
す
。
相
談
無

料
。
た
だ
し
、
確
定
申
告
書
な

ど
の
作
成
は
し
ま
せ
ん
の
で
ご

の
２
日
間
は
大
変
混
雑
し
、
長

時
間
お
待
た
せ
す
る
こ
と
も
予

想
さ
れ
ま
す
の
で
、
あ
ら
か
じ

め
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

【
時
間
】
い
ず
れ
も
午
前
９

時
〜
正
午
、
午
後
１
時
〜
５
時

【
問
合
せ
先
】
西
宮
税
務
署

（
０
７
９
８
・
３
４
・
３
９
３
０
）

西
宮
税
務
署
は
、
平
成
１５
年

分
確
定
申
告
の
相
談
・
申
告
書

の
受
付
を
、
２
月
１６
日
か
ら
３

月
１５
日
ま
で
の
平
日
（
月
曜
〜

金
曜
）
に
行
い
ま
す
。
な
お
、

今
年
は
２
月
２２
・
２９
日
の
日
曜

日
に
も
受
け
付
け
ま
す（
通
常
、

土
・
日
曜
、
祝
日
は
閉
庁
）。
こ

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
、
資
産

や
負
債
な
ど
の
ス
ト
ッ
ク
の
状

況
を
明
ら
か
に
し
た
財
政
分
析

の
資
料
で
す
。
発
生
主
義
に
基

づ
く
企
業
会
計
方
式
を
取
り
入

れ
、
現
金
主
義
に
よ
る
単
年
度

の
収
支
を
対
比
し
た
現
在
の
会

計
方
式
で
は
表
示
さ
れ
な
い
内

容
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

本
市
は
、
総
務
省
が
示
し
た
統

一
基
準
に
従
い
、
昭
和
４４
年
度

以
降
の
普
通
会
計
に
お
け
る
決

算
統
計
の
デ
ー
タ
を
使
用
し
た

簡
便
法
で
作
成
し
て
い
ま
す
。

平
成
１４
年
度
末
現
在
の
状
況

は
次
の
と
お
り
で
す
。

【
資
産
】
資
産
総
額
は
６
９

９
３
億
円
（
前
年
度
比
６０
億
円

の
減
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。
内

訳
は
、
土
地
や
建
物
な
ど
の
有

形
固
定
資
産
が
６
２
３
４
億
円
、

貸
付
金
な
ど
の
投
資
等
が
５
５

４
億
円
、
現
金
・
預
金
な
ど
の

流
動
資
産
が
２
０
５
億
円
で
す
。

こ
の
う
ち
、
有
形
固
定
資
産
の

内
訳
を
行
政
目
的
別
に
み
る
と
、

街
路
・
公
園
と
い
っ
た
都
市
計

画
施
設
や
公
営
住
宅
な
ど
の
土

木
費
が
４
０
５
５
億
円
で
最
も

多
く
、
学
校
教
育
施
設
な
ど
の

教
育
費
が
１
３
１
４
億
円
、
ご

み
処
理
施
設
な
ど
の
衛
生
費
４

７
９
億
円
と
続
い
て
い
ま
す
。

【
負
債
】
負
債
総
額
は
３
１

３
９
億
円
（
前
年
度
比
１
４
３

億
円
の
減
）
で
、
資
産
形
成
の

半
分
近
く
を
借
入
金
な
ど
に
頼

っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

内
訳
は
、
地
方
債
な
ど
の
固
定

負
債
が
２
８
８
７
億
円
、
流
動

負
債
（
翌
年
度
償
還
予
定
の
地

方
債
）
が
２
５
２
億
円
で
、
地

方
債
の
借
入
残
高
は
固
定
負
債

と
流
動
負
債
を
合
わ
せ
２
６
６

７
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

【
正
味
資
産
】
資
産
か
ら
負

債
を
差
し
引
い
た
正
味
資
産

（
民
間
企
業
の
「
資
本
」
に
相

当
）
は
、
３
８
５
４
億
円
（
前

年
度
比
８３
億
円
の
増
）
で
す
。

●
市
民
１
人
あ
た
り
の
額

市
民
１
人
あ
た
り
に
換
算
す

る
と
、
資
産
は
１
５
８
万
円
、

負
債
は
７１
万
円
、
正
味
資
産
は

８
７
万
円
と
な
り
ま
す
。

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
は
、
資

産
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い
行
政

サ
ー
ビ
ス
（
人
的
サ
ー
ビ
ス
や

給
付
サ
ー
ビ
ス
な
ど
）
を
行
う

た
め
に
要
し
た
コ
ス
ト（
費
用
）

と
、
そ
の
財
源
で
あ
る
収
入
の

状
況
な
ど
を
表
す
も
の
で
す
。

コ
ス
ト
の
範
囲
は
、
市
民
に

提
供
し
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
経

費
の
う
ち
、
資
産
形
成
に
つ
な

が
る
も
の
を
除
い
た
現
金
支
出

に
、
有
形
固
定
資
産
の
減
価

償
却
費
、
市
税
等
の
不
納
欠

損
額
、
職
員
の
退
職
給
与
引

当
金
等
の
非
現
金
支
出
を
加

え
た
費
用
と
な
っ
て
い
ま
す
。

平
成
１４
年
度
の
行
政
コ
ス

ト
総
額
は
１
２
１
９
億
円
で

す
。
内
訳
は
、
扶
助
費
等
の

「
移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト
」が

４
２
９
億
円
で
最
も
多
く
、

人
件
費
等
の
「
人
に
か
か
る

コ
ス
ト
」
が
３
６
１
億
円
、

物
件
費
等
の
「
物
に
か
か
る

コ
ス
ト
」
が
３
４
４
億
円
、

「
そ
の
他
の
コ
ス
ト
」が
８５
億

円
で
す
。
一
方
、
収
入
は
１

２
８
９
億
円
で
、
国
県
支
出

金
が
１
８
１
億
円
、使
用
料
・

手
数
料
等
が
１
０
３
億
円
、

地
方
税
等
の
一
般
財
源
が
１

０
０
５
億
円
で
す
。

市
は
年
２
回
、
財
政
事
情
を
公
表
し
て
い
ま

す
。
今
回
は
、
平
成
１４
年
度
決
算
と
平
成
１５
年

度
上
半
期
（
１５
年
４
月
１
日
〜
９
月
３０
日
）
の

状
況
に
つ
い
て
、
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

市
立
中
央
病
院
な
ど
公
営
企
業
の
業
務
状
況
は

表
１
の
と
お
り
で
す
。
問
合
せ
は
財
政
課
（
０

７
９
８
・
３
５
・
３
５
４
４
）
へ
。

市
は
、
企
業
会
計
方
式
に
よ
る
財
政
分
析
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
こ
の
ほ
ど
、
平
成
１４
年

度
決
算
に
基
づ
く
「
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
（
貸
借

対
照
表
）」
と
、
平
成
１４
年
度
中
に
提
供
し
た
行

政
サ
ー
ビ
ス
の
状
況
を
表
す
「
行
政
コ
ス
ト
計

算
書
」
を
作
成
し
ま
し
た
。
そ
の
内
容
を
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

問
合
せ
は
財
政
課
（
０
７
９
８
・
３
５
・
３

４
１
３
）
へ
。

市は、２月１２日と
３月１１日の午後１時
から３時まで、市民
相談課（市役所本庁
舎１階）で税務相談
を行います。税理士、
県税事務所職員、市
職員が対応します。
ただし、確定申告書
などの作成はしませ
んのでご了承くださ
い。問合せは市税務
管理課（０７９８・３５・
３２００）へ。

相談会場 開設期間 受付時間

西宮商工会館別館（櫨塚町）
２月２日～

３月１０日
【午前】
９時半～１１時

【午後】
１時～３時半

アピアホール
（阪急逆瀬川駅前）

２月２日～
３月９日

※土・日曜、祝日は休み

西
宮
税
務
署
の
窓
口

確
定
申
告
は
２
／
１６
〜
３
／
１５
に

税
理
士
に
よ
る

譲
渡
所
得
の
相
談

市の税務相談
２月１２日と３月１１日

確
定
申
告
書
の
提
出
は
お
早
め
に

税
理
士
の
ア
ド
バ
イ
ス
や
申
告
書
の
受
付
な
ど

相
談
会
場
が
便
利
で
す
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平成１４年度
決 算 概 要

平成１５年度
上半期の状況

行政コスト
計 算 書

財財政政特特集集財財政政特特集集

平成１４年度

バランスシートを作成
（貸借対照表）

７１，５８４円

生涯福祉の充実の
ために（民生費）

市の借入金の返済に
（公債費）

６２，８０６円

道路や公園の整備、
維持管理に（土木費）

６２，１１８円

学校教育や社会教育
の充実に（教育費）

４０，６９５円

文化振興・広報に
（総務費）

３３，０７３円

保健医療、環境学習、
清掃事業に（衛生費）

３３，７２３円

消火・救急活動に
（消防費）

１０，９７２円

そ の 他

１５，０２０円

図２

一般会計の支出済額を市民１人あ
たりでみると３２万９９９１円で、内訳は
下図のとおりです。総経費に対する
市税負担額は１７万７６９１円です。

市民１人あたりに使った額

図１ 平成１４年度一般会計決算

表１ 公営企業の業務状況

◆中央病院◆
（１４年度決算）（前年度決算）

年間入院患者数 ９万３００人 ９万２８２９人
１日平均入院患者数 ２４７．４人 ２５４．３人
年間外来患者数 ２２万７４２人 ２３万１５９人
１日平均外来患者数 ９０１．０人 ９３９．４人
事業収益 ６０億９０８０万円 ６２億４３１１万円
事業費用 ６６億２００万円 ６５億３０２９万円

（１５年度上半期）（前年度同期）
延べ入院患者数 ４万３１５７人 ４万５３５０人
１日平均入院患者数 ２３５．８人 ２４７．８人
延べ外来患者数 １０万８９０７人 １１万２７８１人
１日平均外来患者数 ８６４．３人 ８９５．１人
事業収益 ２９億５７２４万円 ２９億９６８２万円
事業費用 ２９億６９２６万円 ３０億８８２９万円

◆水 道◆
（１４年度決算）（前年度決算）

給水戸数 ２０万１２３５戸 １９万７９７６戸
給水人口 ４５万１７０１人 ４４万６３５１人
１日平均配水量 １６万８８４� １６万１５５３�
事業収益 １０７億６３１７万円１１０億２９７５万円
事業費用 １０１億８４８１万円１０４億２６８９万円

（１５年度上半期）（前年度同期）
給水戸数 ２０万３２２５戸 ２０万５０８戸
給水人口 ４５万５６２２人 ４５万７６２人
１日平均配水量 １６万５４９� １６万５０６６�
事業収益 ５４億８８６６万円 ５４億６２４６万円
事業費用 ４９億３２３０万円 ４９億３１５７万円

◆工業用水道◆
（１４年度決算）（前年度決算）

給水事業所数 ５３所 ５５所
１日契約水量 ３万５８９２� ３万８２４０�
１日平均配水量 １万９０２１� ２万７９�
事業収益 ６億６６７１万円 ５億４９２６万円
事業費用 ５億９２８５万円 ６億１２４５万円

（１５年度上半期）（前年度同期）
給水事業所数 ５０所 ５５所
１日契約水量 ３万４７７６� ３万６２０８�
１日平均配水量 １万９５８３� １万９２４７�
事業収益 ３億１２９７万円 ３億２５６７万円
事業費用 ３億９６３万円 ３億１０５０万円
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行政コスト計算書（普通会計）

バランスシート（普通会計）
借 方 平成１３年度末 平成１４年度末 貸 方 平成１３年度末 平成１４年度末

【資産の部】 【負債の部】

１．有形固定資産 １．固定負債
（１）総 務 費 １，３９９，９１８ １，７５４，５５４ （１）地 方 債 ２５，９１３，６１７ ２４，１５０，２３５
（２）民 生 費 ８２７，２４０ ７９４，３１０ （２）債務負担行為
（３）衛 生 費 ５，０１９，９９２ ４，７９４，１２６ ①物件の購入等 １，９１４，３０５ １，８５０，０４８
（４）労 働 費 ３２，９８５ ３９，２３６ ②債務保証又は損失補償 ０ ０
（５）農林水産費 ３０８ １０２ 債務負担行為計 １，９１４，３０５ １，８５０，０４８
（６）商 工 費 ２５，６６２ ２５，７４３ （３）退職給与引当金 ２，９５３，９０７ ２，８１３，７７６
（７）土 木 費 ４１，１１３，９９１ ４０，５４９，６５８ （４）その他
（８）消 防 費 ４９３，０４８ ４７４，０５１ ①預り敷金 ５４，９３３ ５５，６４６
（９）教 育 費 １３，１８６，０４９ １３，１３５，６７８ 固定負債合計 ３０，８３６，７６２ ２８，８６９，７０５
（１０）そ の 他 ７７７，３５５ ７７５，５１７
有形固定資産合計 ６２，８７６，５４８ ６２，３４２，９７５２．流動負債
（うち土地） （３３，２６５，４２１）（３３，５５３，７３９）（１）地方債翌年度償還予定額 １，９８７，８８６ ２，５２０，９９５

（２）翌年度繰上充用金 ０ ０
２．投資等 流動負債合計 １，９８７，８８６ ２，５２０，９９５
（１）投資及び出資金 ２，０２４，７８７ ２，０８３，８４１
（２）貸 付 金 ２，２２３，０１９ １，９７０，１９７ 負債合計 ３２，８２４，６４８ ３１，３９０，７００
（３）基 金
①特定目的基金 ５３０，１２９ ４７０，０９５
②土地開発基金 １，０００，０００ １，０００，０００
③定額運用基金 １４，２００ １４，２００
基 金 計 １，５４４，３２９ １，４８４，２９５
投資等合計 ５，７９２，１３５ ５，５３８，３３３【正味資産の部】

３．流動資産 １．国庫支出金 １５，００１，５８６ １４，７５４，７０８
（１）現金・預金
①財政調整基金 ２８０，６３８ ３４６，６４３２．県支出金 ４８４，９１０ ４６７，４０９
②減債基金 ４７２，６７８ ４６７，４７１
③歳計現金 １５３，３１５ １１４，４７４３．一般財源等 ２２，２１９，５８３ ２３，３１６，５３９
現金・預金計 ９０６，６３１ ９２８，５８８

（２）未収金
①地 方 税 ６６６，８４５ ７０１，３７７ 正味資産合計 ３７，７０６，０７９ ３８，５３８，６５６
②そ の 他 ２８８，５６８ ４１８，０８３
未収金計 ９５５，４１３ １，１１９，４６０

流動資産合計 １，８６２，０４４ ２，０４８，０４８

資産合計 ７０，５３０，７２７ ６９，９２９，３５６負債・正味資産合計 ７０，５３０，７２７ ６９，９２９，３５６
※出納整理期間（翌年度４月～５月）における入金と出金も、年度内に収支したものとして処理している。

表２ 平成１５年度上半期一般会計の状況（平成１５年９月３０日現在）

表３ 市債、公有財産、一時借入金の状況（平成１５年９月３０日現在）

歳 入 歳 出
科目 収入済額 執行率 科目 支出済額 執行率

市税 ４４７億３７０万円 ５７．４％ 議会費 ４億６０４１万円 ４８．１％

地方譲与税等 ３１億９８５１万円 ５６．６％ 総務費 ５４億６８４５万円 ３５．３％

地方特例交付金 ３２億６４２９万円 ９８．９％ 民生費 １５３億１０４３万円 ３８．３％

地方交付税 ５９億９６９１万円 ６１．０％ 衛生費 ５２億２７００万円 ４１．７％

分担金および負担金 ５億５３６万円 ３６．９％ 労働費 ８４５９万円 ３６．７％

使用料および手数料 ２８億５３７７万円 ４８．３％ 農林水産費 ４０８７万円 ３０．９％

国庫支出金 ３７億７４９３万円 ２４．０％ 商工費 １７億７９７８万円 ７３．３％

県支出金 ７億５２４０万円 １４．２％ 土木費 ６６億２９０６万円 ２３．８％

財産収入 ３０４６万円 １４．８％ 消防費 ２０億２８１３万円 ４３．３％

寄附金 ２８４０万円 ９８．６％ 教育費 ７５億４００３万円 ４０．８％

繰入金 ５億７８３２万円 ８．５％ 災害復旧費 ７５０万円 ５０．３％

繰越金 ７億２４９２万円 １７２．９％ 公債費 １６０億３９５３万円 ４８．３％

諸収入 ９億９４９８万円 ８．７％ 諸支出金 ３６億６８６２万円 ９６．６％

市債 １３億７８９１万円 ８．７％ 予備費 ０ ０．０％

合計 ６８７億８５８６万円 ４３．３％ 合計 ６４２億８４４０万円 ４０．８％

（単位：万円）

区 分 平成１３年度 平成１４年度
行政コスト Ａ １２，２５０，８１７ １２，１９２，０５４
人にかかるコスト ３，８１２，６２０ ３，６１３，３９８
人件費 ３，５２３，６９０ ３，３９７，６４２
退職給与引当金繰入等 ２８８，９３０ ２１５，７５６

物にかかるコスト ３，４２０，３０２ ３，４４１，８０９
物件費 １，８４５，２２６ １，８６５，５０６
維持補修費 ２１７，１１８ ２１３，５４９
減価償却費 １，３５７，９５８ １，３６２，７５４

移転支出的なコスト ４，１０３，８３３ ４，２８５，３５０
扶助費 １，６７８，３３０ １，８５２，９０３
補助費等 ５８０，７６６ ５２８，２７９
繰出金 １，５１２，０４３ １，５８１，２２６
普通建設事業費（補助金等） ３３２，６９４ ３２２，９４２

その他のコスト ９１４，０６２ ８５１，４９７
災害復旧事業費 １，５７１ １，５３０
公債費（利子） ８６６，６３０ ８０８，６５５
不納欠損額 ４５，８６１ ４１，３１２

収入項目 Ｂ １３，１４２，６３０ １２，８９４，９９６
使用料・手数料等 １，０９２，６７０ １，０３７，０７７
国県支出金 １，７５９，１４０ １，８０８，２２１
一般財源 １０，２９０，８２０ １０，０４９，６９８

正味資産国県支出金償却額 Ｃ ４２８，９８４ ３８７，８７１
期首一般財源等 Ｄ ２０，８９８，７８６ ２２，２１９，５８３
差引一般財源等増減額 Ｅ＝Ｂ＋Ｃ－Ａ １，３２０，７９７ １，０９０，８１３
地方債償還免除による一般財源増額 Ｆ ― ６，１４３
期末一般財源等 Ｇ＝Ｅ＋Ｄ＋Ｆ ２２，２１９，５８３ ２３，３１６，５３９

（単位：万円）

その他�
330億1068万円�
(22.0％)

その他�
117億�
5065万円�
　(7.8％)

その他�
117億�
5065万円�
　(7.8％)衛生費　�

121億9561万円　　　�
　　(8.2％)

衛生費　�
121億9561万円　　　�

　　(8.2％)

総務費�
149億5259万円�
(10.0％)

総務費�
149億5259万円�
(10.0％)

教育費�
183億9830万円�
(12.3％)

教育費�
183億9830万円�
(12.3％)

土木費�
280億8573万円�
(18.8％)

土木費�
280億8573万円�
(18.8％)

公債費�
283億9457万円�
(19.1％)

公債費�
283億9457万円�
(19.1％)

民生費�
354億1096万円�
(23.8％)

民生費�
354億1096万円�
(23.8％)

市税�
803億3462万円�
(53.4％)

市税�
803億3462万円�
(53.4％)

諸収入�
127億356万円�
　　(8.5％)

諸収入�
127億356万円�
　　(8.5％)　国庫　　�

支出金�
140億4529万円　　  　　�

(9.3％)　　�

　国庫　　�
支出金�

140億4529万円　　  　　�
(9.3％)　　�

地方交付税�
101億5365万円�
(6.8％)

地方交付税�
101億5365万円�
(6.8％)

歳 入� 歳 出�

1503億　  �
2780万円�

1491億�
8841万円�

予算現額 １５９７億７３１０万円（繰越分含む）

●市債（借金） ●公有財産 ●一時借入金…５２億円

区 分 金 額 区 分 数量 評価額

一般会計 ２５９９億６６４１万円 土地 ８８２万２２８２㎡ ５８３８億２５５２万円

特別会計
（下水道事業など）

１１２６億５０２１万円
建物 １５９万９１２６㎡ ２６９１億７０９７万円

有価証券など ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ １２０億７４９８万円

合 計 ３７２６億１６６２万円 合 計 １０４２万１４０８㎡ ８６５０億７１４７万円
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（５） 平成１６年（２００４年）１月２５日 平成１６年（２００４年）１月２５日 （４）

西宮市ホームページ／http : //www.nishi.or.jp/


